
項目 (H28年度) 取 組 計 画　（Ｐ） (H28年度) 実  績　（Ｄ） 成  果　（Ｃ） 課  題　（Ａ）

◎医療機関に総合相談窓口のﾁﾗｼや
周知ｸﾞｯｽﾞを配布し，協力を要請す
る。
◎年度当初に関係機関の新任・異動
職員を対象に勉強会を実施する。
◎障がい者相談支援事業所と意見交
換を行う。

◎医療機関(103ヶ所)にﾁﾗｼ，周知
ｸﾞｯｽﾞ及び診察や受付時における
「気づき」の参考例を配布し協力依
頼を行った。
◎新任・異動職員，市職員，介護職
員に本制度を紹介し説明を行った。
(延べ110名参加)
◎障がい者相談支援事業所と意見交
換を実施した。

◎医療機関に配布した周知ｸﾞｯｽﾞを
見たことにより，相談につながっ
た。
◎新任・異動職員，市職員向けの勉
強会実施により，本事業の紹介につ
ながった。
◎障がい者相談支援事業所と機能・
役割を共有したことにより，協働で
きるｹｰｽが増えた。

◎関係機関からの相談が少ないの
で，原因を分析し，本制度の周知に
努める必要がある。
◎子どもの貧困に関する相談が少な
いので，潜在的ニーズの把握を行う
必要がある。

総合相談
連絡会

◎ｹｰｽの共有は，自立相談支援事業
のｹｰｽや他機関と連携したものに限
定する。
◎連絡会のあり方を参加機関で検討
する。

◎共有するｹｰｽを特定し，意見交換
(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ）を重点的に実施した。
◎事例を通して自立相談支援事業の
紹介を行った。
◎他機関に相談したい事例を基に協
議を行った。
◎各機関の役割・連携手法を共有す
るため，毎回，一機関ずつ紹介を
行った。

◎事例紹介により，自立相談支援事
業の役割を周知することができた。
◎連絡会で各機関の紹介を行ったこ
とにより，「総合相談窓口」から各
機関への紹介事例が増えた。

◎個別事例の課題を地域の課題とし
て，共有し検討するに至っていな
い。

◎市内の既存施設の活用を検討す
る。
（社会的孤立の人の居場所づくり）

◎地域の憩いの場「まごのて」で，
月２回の運営ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動を開始し
た。
◎上記活動により，社会的孤立者の
「居場所」ができた。

◎現在，本事業対象者5名(20～30
代)が活動する中，2名が就職した。
◎就職後も休日には，活動に参加し
ており本人の居場所にもなってい
る。

◎多様な「居場所」づくりのために
「まごのて」以外の活用を行う必要
がある。

◎ﾊﾛｰﾜｰｸ及び就労支援の関係機関の
役割・ｻｰﾋﾞｽ等の情報収集を行う。
◎ﾊﾟｿｺﾝ教室などを開催する。

◎ﾊﾛｰﾜｰｸの活用を行った。
◎「まごのて」のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動にﾊﾟｿ
ｺﾝ入力作業を導入した。
◎地域住民の寄付を基に，就職活動
用の「背広」の貸し出しを開始し
た。

◎生活保護受給者等就労自立促進事
業　(ﾊﾛｰﾜｰｸ事業)を６名が利用し全
員が就職した。

◎ﾊﾛｰﾜｰｸ利用につながらない人(交
通費がない等)対象の就労支援の方
策を検討する必要がある。

◎住民から生活物品(家具・家電等)
を譲り受け，生活困窮者に必要な物
品を提供し自立の支援を行う。

◎地域発信型ﾈｯﾄﾜｰｸで提起し，住民
から生活物品を譲り受ける｢ﾓﾃﾞﾙ事
業｣を実施した。(事務局：社協)

◎住民から冷蔵庫，布団，自転車等
を譲り受け，生活困窮者６名に提供
することができ，引っ越し後の生活
安定や社会参加に至った。

◎ﾓﾃﾞﾙ事業は，まず住民の寄附(物
品)を募ったが，先に生活困窮者の
ﾆｰｽﾞ把握をする方法を検討する必要
がある。
（円滑にﾏｯﾁﾝｸﾞするため）
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